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１－１ 計画策定の趣旨 

 介護保険制度は、社会全体で介護を支えていく仕組みとして、平成１２年４月に創設さ

れ、介護が必要な高齢者の生活の支えとして定着、発展してきました。 

本町の人口は毎年減少を続けていますが、高齢者人口もこれに比例し減少している状況

にあります。高齢化率は、平成１８年に３０％を令和２年では３９％を超えたものの、こ

こ数年は横ばいの傾向にあります。 

しかし、介護保険認定者数は令和元年に１９％を超え、令和５年に２１％と年々増加し、

介護サービス受給者数は、令和元年には２５０人台、令和５年には２７０人台と、介護サ

ービスを必要とする高齢者も増加しています。また、団塊の世代が７５歳以上となる２０

２５年問題を迎えることから、介護サービスの需要がさらに増加・多様化することが想定

されます。 

本計画は、本町における高齢者の実情に応じた高齢者保健福祉の基本的な考え方や、介

護保険事業のサービス提供体制及び費用負担等について計画的に推進し、高齢者がいつま

でも健康で自立した生活を送ることを目的として策定した、過去の高齢者保健福祉計画・

介護保険事業計画の延長上に第９期計画を位置づけ、令和８年度の目標達成に向けて計画

を策定するものです。 

 

１－２ 計画期間 

１．計画の期間 

 第９期佐呂間町高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画は令和６年度から令和８年

度までの３年間を計画期間として策定しています。 

平成 

３０年度 

令和 

元年度 

 

２年度 

 

３年度 

 

４年度 

 

５年度 

 

６年度 

 

７年度 

 

８年度 

         

 

平成１２年度～１４年度：第１期計画期間   平成１５年度～１７年度：第２期計画期間 

平成１８年度～２０年度：第３期計画期間   平成２１年度～２３年度：第４期計画期間 

平成２４年度～２６年度：第５期計画期間   平成２７年度～２９年度：第６期計画期間 

第１章 基本的事項 

第７期計画期間 

第８期計画期間 

第９期計画期間 

目

標

年

度 
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１－３ 計画作成の体制と経緯 

 

１．計画作成の体制 

この計画は老人福祉法（高齢者保健福祉計画）及び介護保険法（介護保険事業計画）

に基づき、一体的に作成することとされています。 

策定にあたっては、保健福祉課内の各係が中心となって、関係各課及び関係機関がそ

れぞれ連携して策定に取り組みました。 

 

２．住民意見の反映 

計画策定において、住民参加の位置付けがなされていることから、介護保険運営協議

会（保健医療、福祉関係者、介護保険事業者、介護保険被保険者及び一般公募により組

織）より意見を聴いて、住民の意見要望として取り入れました。 

 

１－４ 計画の基本目標 

  総人口、現役世代人口が減少し、平均寿命が延伸する中、誰もが生きがいに満ちた老

後を迎えるためには、町民一人ひとりが介護予防と健康づくりに取り組み、明るく活力

に満ちた社会環境の構築が必要です。 

また、団塊の世代が７５歳以上となる令和７年を迎え、団塊ジュニア世代が６５歳以

上になり、現役世代が急減する令和２２年を見通すと、医療や介護を必要とする高齢者

が、可能な限り住み慣れた地域で日常生活を営むことができるよう、医療・介護・介護

予防・住まい・生活支援が一体的に提供され、地域の実情に応じた「地域包括ケアシス

テム」を深化・推進して行く必要があります。 

このことから、高齢者が地域とのつながりをさらに強化するため、町民みんなで支え

あい、第５期佐呂間町総合計画の施策の大綱に示される「絆を深め地域ぐるみで支えあ

う福祉のまちをめざして」の目標達成に向け中長期的に継続して取り組み、高齢者が生

きがいをもって暮らし、活躍できる地域社会の実現を目指します。 

 

  

町民みんなで支えあい 
 明るく住みよい社会をめざして 
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２－１ 高齢者の現状と将来推計 

 

１．人口の推移 

  本町の総人口は、令和５年９月末日現在４，７２７人、６５歳以上の人口は１，８５

５人で、総人口及び６５歳以上の人口はともに年々減少しています。 

後期高齢者人口は、令和３年度まで減少していましたが、令和４年度、令和５年度と

増えており、逆に前期高齢者人口は減少し続けていますので、令和３年度からの高齢化

率は横ばいの状況にあります。 
 

第１表【高齢者人口の推移】                       （単位：人） 

区    分 Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

総  人  口  Ａ 5,237 5,150 5,015 4,873 4,818 4,727 

４０歳～６４歳  Ｂ 1,604 1,563 1,530 1,481 1,439 1,416 

６５歳～６９歳  Ｃ 497 459 421 385 351 348 

７０歳～７４歳  Ｄ 403 433 467 489 487 446 

前期高齢者計 Ｅ(C+D) 900 892 888 874 838 794 

前期高齢者比率 E／A(%) 17.2 17.3 17.7 17.9 17.4 16.8 

７５歳～７９歳  Ｆ 340 338 322 312 329 364 

８０歳～８４歳  Ｇ 369 329 318 307 293 281 

８５ 歳 以 上  Ｈ 398 417 424 420 430 416 

後期高齢者計 Ｉ(F+G+H) 1,107 1,084 1,064 1,039 1,052 1,061 

後期高齢者比率 I／A(%) 21.1 21.0 21.2 21.3 21.8 22.5 

６５歳以上人口計 Ｊ(E+I) 2,007 1,976 1,952 1,913 1,890 1,855 

高齢者比率 J／A(%) 38.3 38.4 38.9 39.3 39.2 39.2 

各年９月末住民基本台帳数値（外国人含む） 

 

 

 

 

 

 

第２章 現状と将来推計 
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２．将来人口の推計 

  将来人口の推計は第８期計画と同様に、人口統計に多く用いられるコーホート要因法

という推計方法を用いて計算しました。 

  具体的には、平成３０年度から令和５年度の６年間における各年齢区分の増減中、最

大最小の値を除いた３年間の平均値に、北海道保健統計年報の生存率を補正して計算し

ました。 

総人口の減少に伴い、６５歳以上の高齢者人口も減少し続けると予想されます。また、

前期高齢者人口は減少傾向にありますが、後期高齢者人口は増加傾向にありますので、高

齢化率は横ばいの状況と推計されます。 

 

第２表【高齢者人口の将来推計】                 （単位：人） 

区    分 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ 

総  人  口  Ａ 4,727 4,637 4,547 4,453 4,365 4,283 

４０歳～６４歳  Ｂ 1,416 1,406 1,374 1,344 1,315 1,266 

６５歳～６９歳  Ｃ 348 338 310 294 276 273 

７０歳～７４歳  Ｄ 446 409 378 352 324 319 

前期高齢者計 Ｅ(C+D) 794 747 688 646 600 592 

前期高齢者比率 E／A(%) 16.8 16.1 15.1 14.5 13.8 13.8 

７５歳～７９歳  Ｆ 364 389 426 438 438 401 

８０歳～８４歳  Ｇ 281 286 271 269 288 318 

８５ 歳 以 上  Ｈ 416 400 395 392 378 367 

後期高齢者計 Ｉ(F+G+H) 1,061 1,075 1,092 1,099 1,104 1,086 

後期高齢者比率 I／A(%) 22.5 23.2 24.0 24.7 25.3 25.4 

６５歳以上人口計 Ｊ(E+I) 1,855 1,822 1,780 1,745 1,704 1,678 

高齢者比率 J／A(%) 39.2 39.3 39.2 39.2 39.0 39.2 
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３．高齢者のいる世帯の状況 

 本町の高齢者世帯の状況は次の表のとおりです。総世帯数２，２６０世帯に対し、 

６５歳以上の親族のいる世帯数は１，１５７世帯と５１．２％で平成２７年調査より減

少しています。夫婦のみの世帯は増加し、単身世帯は横ばいの状況にあります。 
 

第３表【世帯の状況】                             （単位：世帯） 

区   分 Ｈ１７ Ｈ２２ Ｈ２７ Ｒ２ 

総世帯数 Ａ 2,518 2,407 2,304 2,260 

６５歳以上の親族のいる世帯数 Ｂ 1,182 1,189 1,230 1,157 

 総世帯数に占める割合 Ｂ／Ａ(％) 46.9 49.4 53.4 51.2 

 

夫婦のみ世帯数 Ｃ 393 433 476 560 

 総世帯に占める割合 Ｃ／Ａ(％) 15.6 18.0 20.7 24.8 

 ６５歳以上に占める割合Ｃ／Ｂ(％) 33.2 36.4 38.7 48.4 

単身世帯数 Ｄ 254 267 328 328 

 総世帯に占める割合 Ｄ／Ａ(％) 10.1 11.1 14.2 14.5 

 ６５歳以上に占める割合Ｄ／Ｂ(％) 21.5 22.5 26.7 28.3 

その他 Ｅ 535 489 426 269 

 総世帯に占める割合 Ｅ／Ａ(％) 21.2 20.3 18.5 11.9 

６５歳以上に占める割合Ｅ／Ｂ(％) 45.3 41.1 34.6 23.2 

（国勢調査より） 
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佐呂間町人口ピラミッドの変遷 

0 100 200 300

0100200300

0～4

10～14

20～24

30～34

40～44

50～54

60～64

70～74

80～84

男性 女性

人
令和３年 4,873人

0 100 200 300

0100200300

0～4

10～14

20～24

30～34

40～44

50～54

60～64

70～74

80～84

男性 女性

人
令和6年 4,637人

0 100 200 300

0100200300

0～4

10～14

20～24

30～34

40～44

50～54

60～64

70～74

80～84

男性 女性

人
令和１０年 4,283人



8 

 

４．高齢者医療費の状況 

（１）高齢者一人平均医療費 

本町の高齢者一人平均医療費は、平成１９年度までは北海道平均を下回っているも

のの全国平均は上回っていましたが、翌平成２０年度からは全国平均を下回ることと

なっています。 

平成３０年度では北海道平均を約２７．７％、全国平均を１５．３％下回り、北海

道平均及び全国平均よりも低い医療費となっています。 

高齢者医療費の年度別推移をみると、全国、北海道ともに令和元年度をピークに減

少から横ばいの傾向にあると言えます。本町では平成３０年度から令和２年度は横ば

いでしたが令和３年度は前年度比約１０％の増となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
北海道後期高齢者広域連合「北海道の後期高齢者医療」より 
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（２）令和４年度老人医療費の状況 

〔入院〕 

  受診率は全国平均をやや上回っていますが、北海道平均に対しては下回っています。

１件当たりの診療費は北海道、全国平均を下回っています。 

〔入院外・歯科〕 

 受診率は、入院外・歯科共に全国、北海道平均を大きく下回っています。１件当た

りの診療費は入院外では北海道、全国平均を下回っていますが、歯科では逆に上回っ

ています。歯科の１件当たりの診療費は高い傾向にあります。 

 

第４表【令和４年度診療区分別老人医療費の状況】 

区   分 
月平均受診率 

％ 

１件当たりの日数 
（日／件）  日 

１件当たりの診療費 
（円／件）   円 

医 
 
 

科 

入 

院 

佐呂間町 ６．７６ １７．３０ ５１２，２１０ 

北 海 道 ７．６６ １８．９９ ６２３，６４１ 

全  国 ６．１０ １７．２７ ６２６，７２２ 

入
院
外 

佐呂間町 ９７．９６ １．３５ １６，８０９ 

北 海 道 １１３．４６ １．５３ １９，２２４ 

全  国 １２７．００ １．６６ １８，００９ 

歯 

科 
佐呂間町 ８．７７ ２．０３ ２４，１０２ 

北 海 道 １６．３６ １．８８ １７，０８１ 

全  国 ２１．６０ １．７７ １４，５３３ 

令和４年度国保中央会・後期広域連合医療費速報より 
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５．高齢者の就業状況 

  本町における高齢者の就業状況は次の表のとおりで、平成２２年度までは減少してい

ますが平成２７年度からは上昇に転じています。 

第５表【高齢者の就業状況】                    （単位：人） 

区 分 
就 業 者 未 就 業 者 

人 数 割合 (%) 人 数 割合 (%) 

Ｈ１７ 

男 ２２６ ２８．２ ５７５ ７１．８ 

女 １７６ １６．４ ８９８ ８３．６ 

合 計 ４０２ ２１．４ １，４７３ ７８．６ 

Ｈ２２ 

男 ２２２ ２６．５ ６１６ ７３．５ 

女 １６２ １４．５ ９５３ ８５．５ 

合 計 ３８４ １９．７ １，５６９ ８０．３ 

Ｈ２７ 

男 ２５９ ３０．０ ６０４ ７０．０ 

女 ２３４ ２０．５ ９０９ ７９．５ 

合 計 ４９３ ２４．６ １，５１３ ７５．４ 

Ｒ２ 

男 ２８８ ３５．０ ５３６ ６５．０ 

女 ２４６ ２２．４ ８５４ ７７．６ 

合 計 ５３４ ２７．８ １，３９０ ７２．２ 

（国勢調査より） 
 

 

 

 

 

 

 

 

人 
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６．高齢者の社会参加状況 

（１） 高齢者の学習活動 

  長年培ってきた高齢者の知識や技能をより高め、積極的な社会参加と社会貢献を目

的とした寿大学は、昭和４８年度に開校となり、令和５年度で５１年間運営されてい

ます。 

 高齢者は、それまでの仕事中心の生活から時間のゆとりができ、自分らしく生きる

ための自由な選択が可能な世代となり、学習の機会も多様化している現状にあります。 

近年、高齢者人口の減少に伴い、寿大学への参加者数も減少傾向にあります。 

 

第６表【佐呂間町寿大学の状況】 

年 度 開講回数 延べ出席者 学   習   内   容 

２２年度 ２１回 ２，７９４人 詩の世界・野菜作り・交通安全・災害に備えて～他 

２３年度 ２１回 ２，９５２人 
食と環境・森の大切さ・マジックショー・日本の財政

～他 

２４年度 ２０回 ２，６７７人 
文章教室・４０周年記念講演・笑いヨガ・命の行方～

他 

２５年度 ２０回 ２，４７４人 
映画鑑賞・北海道の文学・学校給食・佐呂間の農業～

他 

２６年度 ２１回 ２，５６９人 
家庭菜園・ねむりと健康・ひとり芝居・ピアノの魅力・

学園祭～他 

２７年度 ２０回 ２，３５３人 
戦後７０年を生きて・アンデスの音楽・ぴかりのアー

ト活動～他 

２８年度 ２０回 ２，３４８人 高校生と学ぶ・健康まつり・冬の防災・学生講義～他 

２９年度 ２１回 ２，１７４人 
安全な暮らし・高校生と学ぶ・音楽鑑賞・高齢者の生

き方～他 

３０年度 ２１回 １，９３０人 
佐呂間町の農業・認知症と食生活・科学の不思議・健

康体操～他 

元年度 ２０回 １，７２２人 
北海道家庭学校・落語鑑賞・骨粗しょう症予防・佐呂

間町の教育～他 

２年度 １１回 ８７６人 
健康管理・火災予防・芸術鑑賞・自然科学・社会福祉

～他 

３年度 １３回 ９８３人 
交通安全・健康な暮らし・町の話・健康体操・映画鑑

賞～他 

４年度 ２１回 １，４５５人 
安全な暮らし・スマホ入門・高校生と学ぶ・健康まつ

り・50周年記念事業・英会話～他 

佐呂間町寿大学文集「ときわ木」調べ 

※令和２・３年度の開講回数及び延べ出席者数の減少は、新型コロナウイルス感染症の 

影響によるもの。 
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（２）老人クラブの活動状況 

 町内の単位老人クラブは、令和２年度までは１７単位老人クラブが組織されていま

したが、高齢者人口の減少、趣味の多様化を反映して年々減少しており、現在は１２

の単位老人クラブが活動しています。 

活動の内容は、会員の相互交流やスポーツ交流、ボランティア活動、地域イベント

への参加など各事業が積極的に展開され、高齢者の自立と生きがい活動、ボランティ

ア活動等地域社会の構成員として大きな役割を担っています。 

 加入者数は、６０歳以上人口に占める加入割合が、平成３０年度の２８．５％から

令和５年度には１６．０％と大幅に減少しています。 
 

第７表【老人クラブ会員の推移】                  （単位：人） 

老人クラブ名 Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

共立老人クラブ 59 54 52 47 51 46 

大成・栄老人クラブ 75 72 66 64 67 67 

啓生老人クラブ 29 28 27 26 － － 

栃木老人クラブ 20 20 16 11 10 － 

わかさクラブ 92 91 90 85 80 61 

武士老人クラブ 16 16 18 16 16 16 

朝富老人クラブ 29 28 27 28 21 － 

知来老人クラブ 32 29 26 21 21 15 

仁倉秋桜クラブ 37 35 32 30 20 21 

浜佐呂間はまなすクラブ 59 48 51 49 41 38 

幌岩老人クラブ 17 16 14 10 9 9 

富武士老人クラブ 10 8 7 6 5 4 

若里老人クラブ 37 36 33 －   － － 

北老人クラブ 19 15 15 9 － － 

佐呂間悠友クラブ 76 64 55 43 39 34 

西中央長寿会 42 39 36 34 28 24 

西富老人クラブ 37 30 22 19 18 11 

合   計 686 629 587 498 426 346 

６０歳以上人口 2,406 2,347 2,306 2,242 2,210 2,166 

加入割合（％） 28.5 26.8 25.5 22.2 19.3 16.0 

社会福祉協議会調べ 

６０歳以上人口は４月末住民基本台帳人口 
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（３） 高齢者のボランティア活動  

 高齢者によるボランティア団体の活動や、地域ボランティアに高齢者が積極的に参

加し、地域が互いに支え合う機能として、福祉活動や社会貢献活動への取り組みが続

けられています。 

 

第８表【高齢者が所属するボランティア団体】 

団 体 の 名 称 活  動  内  容 

ボランティアサークル睦会 

紙パックリサイクル活動（収益を町内各教育施設に

還元）。 

その他必要に応じたボランティアへの対応。 

くるみ会（母子会） 墓地花壇の清掃等。 

佐呂間町日本赤十字奉仕団 

ウエス収集 、赤い羽根戸別訪問奉仕、たまご教室託

児お手伝い、一人暮らしの集い食事会奉仕活動。 

その他緊急時に対応したボランティア活動。 

佐呂間町朗読の会 
視力障がい者のため、広報さろま・議会だより・夢

通信の朗読ＣＤ作成。 

若佐ふれあい会 

地域の高齢者や障がい者と食事やゲーム等の交流を

通して地域の融和を図る。若佐小学校へ雑巾の寄付。 

使用済み切手、エコキャップ、リングプルの回収。 

佐呂間町老人クラブ連合会 ふれあい広場、かまくら雪まつり事業への協力。 

あやめ会ボランティア 
あやめ会の活動支援として、会員、家族の方々との

親睦と交流行事の手伝い。 

社会福祉協議会調べ 
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２－２ 要介護等認定者の現状と将来推計 

１．要介護等認定者の推移 

６５歳以上の第１号被保険者は、第7期から第８期にかけては減少で推移しています。

高齢化率は横ばいで推移していますが、要介護等認定者数は増加傾向にあります。 
 
第９表【要介護等認定者の推移】                       （単位：人） 

区        分 Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

要  支  援  １ 73 75 73 76 88 99 

要  支  援  ２ 28 33 44 31 37 43 

要  介  護  １ 90 87 77 77 86 85 

要  介  護  ２ 55 57 61 57 54 52 

要  介  護  ３ 40 43 36 45 43 48 

要  介  護  ４ 44 49 50 47 43 40 

要  介  護  ５ 36 34 37 24 29 27 

合     計  Ａ 366 378 378 357 380 394 

１号被保険者数  Ｂ 2,019 1,991 1,974 1,930 1,906 1,864 

認 定 比 率（Ａ／Ｂ） 18.1％ 19.0％ 19.1％ 18.5％ 19.9％ 21.1％ 

※各年度１０月末数値 (１号被保険者には住所地特例被保険者を含む） 
 

２．要介護等認定者の推計 
第１０表【要介護等認定者の見込】                         （単位：人） 

 第８期計画 第９期計画 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

要 

介 

護 

認 

定 

者 

数 

要 支 援 １ 76 75 74 97 97 97 

要 支 援 ２ 42 42 42 43 45 46 

要 介 護 １ 72 71 69 93 93 93 

要 介 護 ２ 58 59 58 53 51 53 

要 介 護 ３ 38 38 37 47 46 46 

要 介 護 ４ 56 57 59 50 50 51 

要 介 護 ５ 38 39 39 23 23 23 

合  計  Ａ 380 381 378 406 405 409 

１号被保険者数（注１）Ｂ 1,964 1,937 1,910 1,842 1,800 1,765 

認定比率（Ａ／Ｂ） 19.3％ 19.7％ 19.8％ 22.0% 22.5% 23.2% 

（注１）６５歳以上人口＋住所地特例被保険者 
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３－１ 高齢者福祉サービス 

１．生活支援等福祉事業 

 介護保険制度のサービス以外の老人福祉施策として、高齢者が介護を必要とする状態

になり、さらに状態が悪化しないよう介護予防を推進するとともに、自立した生活を確

保できるよう生活に必要な支援を行うため、次のとおり事業を行ってきました。 

  「高齢者福祉輸送事業」の利用が減少傾向にありますが、令和3年度より「高齢者ハ

イヤー乗車料助成事業」を開始したことによる影響と思われ、両事業を合わせると利用

者は増加傾向にあります。 

 

第１１表【生活支援・介護予防事業の実績】 

事   業   名 H30 R元 R2 R3 R4 R5 備 考 

軽 度 生 活 援 助 事 業 2 2 3 6 6 9 実人数 

生 活 管 理 指 導 員 派 遣 事 業 

（ ホ ー ム ヘ ル プ サ ー ビ ス ） 
0 0 0 0 0 0 〃 

生 活 管 理 指 導 短 期 宿 泊 事 業 

（ シ ョ ー ト ス テ イ ） 
0 0 0 0 0 0 〃 

外 出 支 援 サ ー ビ ス 事 業 

（ 移 送 車 サ ー ビ ス ） 
11 20 14 21 16 15 〃 

老人日常生活用具等給付事業 0 0 0 0 0 0 〃 

高齢者等住宅設備改造助成事業 2 8 3 4 5 5 支給件数 

緊 急 通 報 シ ス テ ム 設 置 事 業 58 60 56 42 41 40 設置戸数 

福 祉 路 線 除 雪 事 業 55 56 58 57 57 56 実施戸数 

介護サービス低所得者対策助成事業 64 68 100 94 95 102 月平均 

高 齢 者 福 祉 輸 送 事 業 

（ ふ れ あ い タ ク シ ー ） 
1,007 1,023 965 766 520 424 延人数 

介 護 輸 送 運 賃 助 成 事 業 0 1 10 11 15 14 実人数 

高齢者ハイヤー乗車料金助成事業 － － － 727 979 1,086 延人数 

入 退 院 時 交 通 費 助 成 事 業 － － － 1 2 1 実人数 

※Ｒ５は実績見込 

第３章 福祉介護サービスの現状 
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２．施設整備等 

  高齢者が、安心して自立した生活を送ることができ、地域で生きがいをもって暮らす

ことができるよう、各施設とも安全性や利便性を充実させる改修等を行い、高齢者福祉

施設の整備を進めています。 

 

第１２表【現在の施設整備状況等】 

施  設  名 施設数 説       明 

養 護 老 人 ホ ー ム   ０ 町外の施設に２名が入所 

軽 費 老 人 ホ ー ム １カ所 ケアハウス ５０名定員 

老 人 福 祉 セ ン タ ー １カ所 昭和５９年度整備 

在宅介護支援センター １カ所 ケアハウスに併設 

高 齢 者 福 祉 住 宅 

（安心ハウス１・２） 
２カ所 

平成２９年度・３０年度整備  

居室６室×２棟＝１２室 

有 料 老 人 ホ ー ム ２カ所 ＮＰＯ法人１カ所、営利法人１カ所 

 

 

３－２ 介護保険サービスの利用状況 

１．居宅サービス（※Ｒ５年度は実績見込） 

（１）居宅サービス計画（ケアプラン作成） 

第１３表【年間作成件数 ※下段：月平均件数】              （単位：件） 

区   分 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

介 護 サ ー ビ ス 

計  画 
1,224 1,224 1,224 1,164 1,164 1,152 

102 102 102 97 97 96 

実  績 
1,063 1,049 1,140 1,080 1,073 1,131 

89 87 95 90 89 94 

介護予防サービス 

計  画 
648 648 648 180 180 180 

54 54 54 15 15 15 

実  績 
256 210 217 293 396 434 

21 18 18 24 33 36 
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（２）訪問介護（ホームヘルプサービス） 

第１４表【年間利用人数】                        （単位：人） 

区   分 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

介 護 サ ー ビ ス 
計  画 396 396 396 444 432 432 

実  績 359 344 441 413 461 477 

 

（３）通所介護（デイサービス） 

第１５表【年間利用人数】                          （単位：人） 

区   分 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

介 護 サ ー ビ ス 
計  画 528 528 528 528 528 504 

実  績 703 659 687 671 648 645 

※地域密着型通所介護含む。 

 

（４）訪問看護 

第１６表【年間利用人数】                        （単位：人） 

区   分 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

介 護 サ ー ビ ス 
計  画 216 216 216 228 240 240 

実  績 95 161 208 189 131 195 

介護予防サービス 
計  画 36 36 36 60 60 60 

実  績 67 69 60 56 62 72 

 

 

（５）認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

第１７表【年間利用人数 ※下段：月平均人数】              （単位：人） 

区   分 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

介 護 サ ー ビ ス 

計  画 
432 432 432 264 264 264 

36 36 36 22 22 22 

実  績 
395 376 305 242 210 207 

33 31 25 20 18 17 

介護予防サービス 

計  画 
0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 

実  績 
7 12 2 0 0 0 

1 1 0 0 0 0 
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（６）短期入所生活介護（ショートステイ） 

第１８表【年間利用人数】                        （単位：人） 

区   分 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

介 護 サ ー ビ ス 
計  画 139 139 139 84 84 84 

実  績 140 111 95 110 75 74 

介護予防サービス 
計  画 5 5 5 12 12 12 

実  績 3 4 13 5 11 16 

 

（７）福祉用具貸与 

第１９表【年間貸与件数】                        （単位：件） 

区   分 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

介 護 サ ー ビ ス 実  績 630 630 609 583 572 649 

介護予防サービス 実  績 200 158 179 243 323 364 

 

 

（８）居宅介護福祉用具購入費 

第２０表【年間購入件数】                        （単位：件） 

区   分 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

介 護 サ ー ビ ス 実  績 15 22 30 12 8 10 

介護予防サービス 実  績 10 10 12 9 10 8 

 

 

（９）居宅介護住宅改修費 

第２１表【年間改修件数】                        （単位：件） 

区   分 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

介 護 サ ー ビ ス 実  績 12 11 19 9 6 13 

介護予防サービス 実  績 7 14 7 10 21 16 

 

 

（１０）居宅療養管理指導 

第２２表 【年間利用人数】                       （単位：人） 

区   分 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

介 護 サ ー ビ ス 実  績 70 86 99 107 147 136 

介護予防サービス 実  績 0 0 1 6 0 0 
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（１１）訪問リハビリテーション 

第２３表【年間利用人数】                        （単位：人） 

区   分 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

介 護 サ ー ビ ス 実  績 4 4 12 5 0 2 

介護予防サービス 実  績 0 0 0 0 0 0 

※住所地特例（注１）等で町外施設に入所している被保険者が利用。 

 

 

（１２）通所リハビリテーション 

第２４表【年間利用人数】                        （単位：人） 

区   分 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

介 護 サ ー ビ ス 実  績 12 12 8 0 9 12 

介護予防サービス 実  績 0 0 0 0 0 0 

※住所地特例（注１）等で町外施設に入所している被保険者が利用。 
 

 

（１３）小規模多機能型居宅介護 

第２５表【年間利用人数】                        （単位：人） 

区   分 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

介 護 サ ー ビ ス 実  績 12 12 12 12 12 6 

介護予防サービス 実  績 0 0 0 0 0 0 

※住所地特例（注１）等で町外施設に入所している被保険者が利用。 

 

 

（１４）定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

第２６表【年間利用人数】                        （単位：人） 

区   分 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

介 護 サ ー ビ ス 実  績 9 25 23 24 27 24 

介護予防サービス 実  績 0 0 0 0 0 0 

※住所地特例（注１）等で町外施設に入所している被保険者が利用。 

 

 

 

 

 

（注１）住所地特例･･･被保険者が住所地以外の介護保険施設等に入所した場合、住所を移す前の 

市町村が引続き保険者となる措置。 
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（１５）特定施設入居者生活介護 

第２７表【月利用人数 ※下段：月平均人数】               （単位：人） 

区   分 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

介 護 サ ー ビ ス 

計  画 
336 336 336 372 372 360 

28 28 28 31 31 30 

実  績 
278 315 325 295 326 342 

23 26 27 25 27 29 

介護予防サービス 

計  画 
24 24 24 84 84 84 

2 2 2 7 7 7 

実  績 
86 88 81 89 76 81 

7 7 7 7 6 7 

 

 

 

 ２．施設サービス（※Ｒ５年度は実績見込） 

第２８表【年間利用人数 ※下段：月平均人数】              （単位：人） 

（１）介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

 

区  分 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

計  画 
732 732 732 696 696 696 

61 61 61 58 58 58 

実  績 
700 718 702 695 679 671 

58 60 59 58 57 56 

（２）介護老人保健施設 

 

区  分 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

計  画 
120 120 120 108 108 108 

10 10 10 9 9 9 

実  績 
100 97 79 49 55 51 

8 8 7 4 5 4 

（３）介護医療院 

 

区  分 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

計  画 
0 0 0 24 24 24 

0 0 0 2 2 2 

実  績 
0 0 12 17 2 11 

0 0 1 1 0 1 
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３－３ 地域支援事業の状況 

１．介護予防・生活支援サービス（※Ｒ５年度は実績見込） 

（１）訪問型サービス 

第２９表【年間利用人数】                        （単位：人） 

区   分 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

訪問型サービス 
計  画 228 228 228 228 228 228 

実  績 227 226 267 296 276 331 

 

 

（２）通所型サービス 

第３０表【年間利用人数】                        （単位：人） 

区   分 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

通所型サービス 
計  画 504 504 504 384 384 384 

実  績 365 420 453 459 445 425 

 

 

（３）介護予防ケアマネジメント 

第３１表【ケアプラン年間作成件数 ※下段：月平均件数】         （単位：件） 

区   分 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

ケアマネジメント

サービス 

計  画 
35 35 35 108 108 108 

3 3 3 9 9 9 

実  績 
96 107 92 87 89 73 

8 9 8 7 7 6 

 

２．介護予防把握事業 

第３２表【アンケート人数】                       （単位：人） 

区      分 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

介 護 予 防 把 握 対 象 者 数 12 33 90 85 62 67 

生活機能 

低下内訳 

（重複あり） 

運動器の機能向上 11 15 15 7 6 6 

栄 養 改 善 0 0 0 0 0 0 

口腔機能の向上 4 16 14 8 7 7 

※「介護予防のための日常生活基本調査」として、令和元年度より第1号被保険者（６５歳）に郵

送による調査を実施。 
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３．介護予防普及啓発事業 

第３３表【介護予防普及啓発事業】                     （単位：人） 

介 護 予 防 普 及 啓 発 事 業 Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

実  施  回  数 4    4  3 3 3 0 

参加数 

実 人 数 37   35   101 31 45 0 

延 人 数 61  107   101 31 45 0 

※平成２９・３０年度は老人クラブに、複数回介入し予防事業を実施。令和元年度からは、社会 

福祉協議会及びスターと連携し事業を実施。 

 

第３４表【介護予防に関連する健康教育事業】                （単位：人） 

介護予防に関連する健康教育 Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

実  施  回  数 34 20 21 9 8 16 

参加数 

実 人 数 365 191 175 114 128 217 

延 人 数 675 319 333 129 142 289 

※老人クラブ・グランドペアレンツクッキング・寿大学・地域活動組織などで行った健康教育の 

うち介護予防に関連する内容で実施したものを計上。 

 
４．地域リハビリテーション活動支援事業 

第３５表【地域リハビリテーション活動支援事業】              （単位：人） 

地域リハビリテーション活動支援 Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

実  施  回  数 0   5 6 5 5 5 

参加数 

実 人 数 0 10   11   10   9   10 

延 人 数 0 10   12   10   9   10 

※平成３０年度より、生活機能低下予防に向けて、理学療法士による身体機能評価、リハビリ指導   

 等を実施。 
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４－１ 健康づくりの推進 

  高齢者がいつまでも元気で自分らしく自立した生活を送るためには、日頃の健康づく

りが大切であり、生活習慣の基本である「運動」「休養」「栄養」の３つの要素のバラン

スを保つことが必要です。そのためには、普段からの生活習慣を見直し、適度な運動や

バランスの良い食生活を心がけることが大切です。 

健康な長寿社会の実現のため、健康づくりの重要性を認識し、健康教育事業や健康診

査等に向けた事業を推進します。 

 

４－２ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

高齢者が重度な要介護状態となっても可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮ら

し（「本人の選択」が優先される仕組み）を人生の最期まで続けることができることを

目的として、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保される体制（地域包

括ケアシステム）の構築に努めることとされています。 

第９期計画期間中には、団塊の世代が全員７５歳以上となる２０２５年を迎えるほか、

高齢者人口がピークを迎える２０４０年を見通すと、８５歳以上人口が増加する一方、

生産年齢人口は急減することが見込まれます。 

地域の限りある社会資源を効果的に活用 

しながら、第８期の地域包括ケア実現のた 

めの基本理念、基本目標を継承しつつ地域 

とのつながりを強化し地域全体で支え合う 

仕組みとなる、地域包括ケアシステムを更 

に深化・推進していくことが求められてい 

ます。 

 

本町では急速に少子高齢化が進む情勢の中、高齢者人口はピークを過ぎ減少傾向にあ

ります。高齢化率は令和５年度で３９．２％であり、総人口も減少していることから、 

第４章 高齢者保健福祉計画 
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高齢化率は今の水準を維持していくことが見込まれています。今後においても、高齢者

を取り巻く情勢に変わりはなく、独居高齢者・認知症高齢者の増加も見込まれており、

様々な課題が山積しています。 

第９期計画においても、「介護予防・日常生活支援総合事業」「認知症対策」「介護と

医療の連携」「介護予防と健康づくり」「高齢者居住に係る施策」「生活支援サービスの

充実」に重点を置き、取り組みの現状と課題を整理し「地域包括ケアシステム」の充実・

強化を図ります。 
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４－３ 地域生活支援体制 
一人暮らし高齢者や高齢者のみ世帯の増加、さらには認知症高齢者の増加が見込まれ

ることなどから、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自立した日常生活を営むことが

できるよう、高齢者のニーズに応じて、生活支援サービスを提供する「地域包括ケアシ

ステム」の考え方に基づき、引き続き次の事業を実施します。 

 

１．軽度生活援助事業 

  身体的に不安を抱える一人暮らし高齢者が、自立した日常生活の継続が可能となるよ

う、要介護状態等への進行を防止するため、訪問による健康状態の確認や相談等の軽易

な援助を行います。 

２．生活管理指導員派遣事業（ホームヘルプサービス） 

  要介護状態への進行を防止するために、居宅に生活管理指導員を派遣し、家事援助、

身体介護等の生活支援や指導を行います。 

３．生活管理指導短期宿泊事業（ショートステイ） 

  要介護状態への進行を防止するとともに、家族介護者の介護負担軽減や高齢者虐待へ

の支援のため、特別養護老人ホームの空きベッドにおいて短期間の宿泊を行い、生活習

慣の指導及び体調管理を行います。 

４．外出支援サービス事業（移送サービス） 

  寝たきり等により、普通車での外出が困難な高齢者の通院等の外出を支援します。 

５．老人日常生活用具給付等事業 

  高齢者が安全で快適な日常生活を送ることができるよう、生活支援用具の給付や貸与

を行います。 

６．高齢者等住宅設備改造助成事業 

  高齢者が在宅での生活を営む上で、必要な住宅改修に対して助成を行います。 

７．緊急通報システム設置事業 

 在宅の一人暮らし高齢者の、安全確保と精神的な不安を解消するために、急病や事故

等の緊急時に迅速に対応できる通報システムを整備します。 

８．福祉路線除雪事業 

  一人暮らし又は高齢者夫婦世帯等の、冬期間における生活を支援するために、町の除
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雪車両を使って生活路線の除雪を行います。 

９．介護サービス低所得者対策助成事業 

  低所得世帯の方がサービスを利用しやすくするために、介護保険サービスの利用者負

担の一部を助成します。 

１０．宅配給食サービス事業 

  介護が必要で調理が困難な方に対し、高齢者の在宅生活支援と健康保持を目的として、

給食サービスを行います。 

１１．寝たきり高齢者オムツ支給事業 

  在宅寝たきり高齢者の介護者に対する支援として、紙オムツを支給します。 

１２．高齢者あんしんネットワーク会議 

  関係機関が連携して、高齢者の抱える様々な課題等に対処して、高齢者が住み慣れた

地域で安全で安心して生活を続けられるように、高齢者やその家族の総合的な支援を行

なうために、行政や自治会連合会、民生児童委員協議会、老人クラブ連合会、社会福祉

関係事業所、介護保険関係事業所、警察、消防、防犯協会、人権擁護委員を構成団体と

したネットワーク会議を開催します。 

１３．避難行動要援護者個別避難計画書 

  災害が発生した場合など、自力での避難、移動が困難な高齢者に対して、要援護者台

帳と住宅地図を整備し、関係機関が情報の共有を図ることにより、地域の中で容易に支

援が受けられるよう体制を整備します。 

１４．高齢者消費者被害対策事業 

  高齢者あんしんネットワーク会議の専門部会として、消費者被害対策の取り組みを継

続的に行い、被害の防止に向けた情報の提供と周知に努め、関係機関の連携により被害

の早期発見、早期対応を図ります。 

１５．高齢者福祉輸送事業（ふれあいタクシー） 

交通不便地域に居住する高齢者の移動手段を確保するため、予約制のタクシーを運行

し、通院や日常生活の支援を行います。 

１６．介護輸送運賃助成事業 

  介護保険制度にて通院の際に車両に乗降するため、介助サービスを必要とする利用者

に対して、その輸送に係る運賃を助成することで利用者の負担を軽減し、自立した生活
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を確保するための支援を行います。 

１７．あんしんＱＲコード事業 

  常に携帯が可能な情報認識カードを作成することにより、緊急時に自分の情報をいち

早く知ってもらい、救急医療や家族への連絡を容易にすることを可能にして、認知症徘

徊高齢者をはじめとする地域高齢者が、安全で安心して生活できる見守り体制を確立し

ます。 

１８．徘徊高齢者等安心ネットワーク事業 

  認知症などによる徘徊のおそれがある高齢者等をあらかじめ登録し、行方不明になっ

た場合に佐呂間町メール配信サービスを活用し、地域の支援を得て早期に発見並びに生

命及び身体の安全確保ができるよう、関係機関の連絡体制を構築し、認知症高齢者等の

安全と家族等への支援を行います。 

１９．高齢者ハイヤー乗車料金助成事業 

  ８５歳以上の方及び自動車運転免許証返納者の方に対し、買い物や通院等の外出支援

を図るため、町内営業のハイヤーを利用した場合にハイヤー乗車の基本料金を助成しま

す。 

２０．入退院時等交通費助成事業 

  家族及び親族等から、町外医療機関への送迎等の支援が受けられない、６５歳以上の

方及び障害者手帳などの交付を受けている方に対し、入退院時及び緊急搬送後の帰宅時

に、営業ハイヤー等を利用した場合に交通費の一部を助成することで、利用者の経済的

負担を軽減します。 

 

４－４ 認知症高齢者等への抜本的な支援対策 

１．認知症高齢者への支援推進 

認知症高齢者数については、令和７年には全国で６７５万人に達し、６５歳以上の高

齢者の約５．４人に１人が認知症になると予想されています。今や認知症は誰もがなり

うるものであり、家族や身近な人が認知症になることなどを含め、多くの人にとって身

近なものとなっています。 

令和５年には「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」が打ち出され、認知

症の人が尊重を保持しつつ、希望を持って暮らすことができ、全ての認知症の人が自ら
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の意志によって日常生活を営むことができるようにすることを基本理念としています。 

認知症の人の意志が尊重され、できる限り住みなれた地域のよりよい環境で、自分ら

しく暮らし続けることができる社会の実現を目指し「認知症高齢者等に優しい地域づく

り」を推進します。 

２．若年性認知症者への支援 

６５歳未満で発症する認知症を「若年性認知症」といい、初期症状の判断が難しく、 

本人や周囲の人が何らかの異常には気付くが受診が遅れるといった特徴があることか 

ら、普及啓発により早期診断・早期対応につなげていく必要があります。 

若年性認知症は、働き盛りの人が発症することも多く、休職等による生活費等の経済 

的問題が大きいことなどから、若年性認知症の特性に配慮し、本人や家族の視点に立っ 

た支援を行ないます。 

 

４－５ 高齢者の積極的な社会参加 

 高齢者がいつまでもいきいきと暮らし続けるためには、趣味や生き甲斐を持ち、地域と

の関わりを持ち続け学習活動に取り組むなど、社会性のある前向きな気持ちを持った生き

方を続けることが必要です。 

このために、今までの豊かな経験を生かした知識の伝承やボランティア活動など、身近

な生活圏域内での活動の場を創出し、高齢者が社会的役割を担うことのできる地域ネット

ワークづくりを支援していきます。 

 

４－６ 高齢者の権利擁護 

１．高齢者虐待対策の推進 

（１）高齢者虐待の予防 

 介護保険制度の普及、活用が進む中、一方では高齢者に対する身体的、心理的な虐待、

介護や世話の放棄・放任などの高齢者虐待が問題になっています。 

 このため、介護知識や認知症に対する正しい理解にあわせて、介護保険制度の利用促

進や介護者の負担軽減制度の周知徹底を図ります。 

（２）早期発見・早期対応 

 高齢者への虐待は、介護の過重な負担による疲労の蓄積や、介護者の介護認識不足な
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どが発生要因としてあげられます。 

 虐待は、家庭内で発生する事例が多く表面化しにくい特徴がありますが、在宅寝たき

り高齢者の的確な把握や実態調査を進め、問題が深刻化する前に介護者や家族への支援

を行うために、地域包括支援センターを中心として関係機関及び地域との連携強化を図

ります。 

２．成年後見制度等活用の推進 

  認知症等により判断能力が減退し、福祉サービスの利用や生活の維持に支援が必要な

高齢者が増加しています。 

  また、親類とも疎遠になり扶養義務者が存在しない高齢者も増加の傾向にあり、成年

後見制度を利用して権利擁護を図るための体制の整備が必要になっています。 

  このため、成年後見制度利用に向けた体制の整備、申立て対象者の把握や継続的な実

態把握を行います。 

  さらに、低所得者の制度利用を推進するために、費用負担の軽減に向けた支援事業を

実施します。 

 

４－７ 高齢者福祉施設 

高齢者人口は減少傾向にあるものの、今後も高齢者世帯及び一人暮らし高齢者が増加す

ることが見込まれることから、安全で安心して生活できる居住環境整備を図ります。 

 

第３６表【施設等サービスの見込数】 

施  設  名 単   位 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

養 護 老 人 ホ ー ム 措置者数（人） ２ ２ ２ 

軽 費 老 人 ホ ー ム 

（ケアハウス） 

利用者数（人） ５０ ５０ ５０ 

箇 所 数 １ １ １ 

定員数（人） ５０ ５０ ５０ 

老 人 福 祉 セ ン タ ー 箇 所 数 １ １ １ 

在宅介護支援センター 箇 所 数 １ １ １ 

高 齢 者 福 祉 住 宅 箇 所 数 ２ ２ ２ 

有 料 老 人 ホ ー ム 箇 所 数 ２ ２ ２ 
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４－８ 災害・感染症に係る体制整備 

１．災害に対する体制整備 

在宅の高齢者で、災害発生時に情報の入手や自力での避難が困難な方は、大きな被害

を受ける可能性があることから、平時から災害における支援体制を準備しておくことが

重要です。 

 本町では、災害時等の避難の際に支援が必要な方を「避難行動要援護者個別避難計画

書」として登録していただき、地震や風水害等の災害が発生した際に、重度の障がい者

や一人暮らし高齢者など、自力での避難や移動等が困難な方が地域の中で支援を受けら

れる体制を整備しています。 

２．感染症に対する体制整備 

治療が確立されていない感染症や、人へのまん延が懸念されている新型インフルエン

ザ、新型コロナウイルス感染症などに対応した健康管理体制の強化が必要です。 

特に高齢者は感染すると重症化しやすいことから、感染症予防に対する相談や情報の

提供を行い、医療機関や介護サービス事業所等が連携し、感染症対策に向けた体制を整

備する必要があります。 

  このため、感染症発生に備え国からの関係通知を基に、平時からの情報交換、連携体

制の整備を図り、特にマスクの着用、咳エチケット、手洗い、うがい等の感染対策の普

及、また自らの発症が疑わしい場合は、感染を広げないように不要な外出を控えるとい

った、基本的な感染対策の理解促進を図ります。 
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５－１ 介護保険サービス計画 

１．対象者数の見込 

令和２年度から令和５年度までの要介護認定者数、高齢者人口、被保険者数の推移を

基礎とし、計画期間中の要介護度人数分布割合（高齢者人口に対する出現率）や被保険

者数の推移を予測し、令和６年度から令和８年度の利用者数等のサービス見込量を推計

しました。 

  

第３７表【居宅サ－ビス対象利用者数】                    （単位：人） 

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

要 支 援 １ 28 28 28

要 支 援 ２ 9 10 10

要 介 護 １ 39 39 39

要 介 護 ２ 32 32 32

要 介 護 ３ 12 11 10

要 介 護 ４ 11 11 12

要 介 護 ５ 2 2 2

184 184 184

133

対　　象　　者　　区　　分

居 宅 サ － ビ ス 利 用 者

（ ケ ア プ ラ ン 作 成 ）
133 133

33 33

合　　　　計

認知症対応型共同生活介護利用者

（ グ ル ー プ ホ ー ム ）
18

特定施設入居者生活介護利用者

（ ケ ア ハ ウ ス ）
33

18 18

 

 

 

 

第５章 介護保険事業計画 
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２．居宅介護サービスの見込 

（１）居宅介護支援・介護予防支援 

要介護認定を受けた在宅の要介護者等が、介護保険から給付されるサービス等を適

切に利用できるように介護サービス計画（ケアプラン）が作成されます。 

 ケアプラン作成を依頼する居宅介護支援事業所は現在３ヶ所、介護予防支援事業所

は地域包括支援センター内に設置しています。 

  

【町内の居宅介護支援・介護予防支援事業所】 

  ・佐呂間町指定居宅介護（介護予防）支援事業所 

  ・居宅介護支援事業所 夢ふうせんさろま 

  ・居宅介護支援事業所 サンガーデンさろま 

 
第３８表【ケアプラン年間作成見込件数 ※下段：月平均見込件数】  （単位：件） 

区      分 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

居 宅 介 護 支 援 
1,152 1,140 1,140 

96 95 95 

介 護 予 防 支 援 
444 456 456 

37 38 38 

合      計 
1,596 1,596 1,596 

133 133 133 

 

（２）訪問介護 

訪問介護（ホームヘルプサービス）事業は、訪問介護員（ホームヘルパー）等が要

介護者の居宅を訪問して、調理・洗濯・掃除等の家事や入浴・排泄・食事等の介護を

行い、健全で自立した日常生活を送ることができるよう援助するとともに、家族の介

護負担の軽減を図ります。 

 本町では、社会福祉法人、民間事業所及びＮＰＯ法人の３か所がサービスを提供し

ています。 

 

第３９表【年間利用見込人数】                  （単位：人） 

 

 

 

区      分 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

介 護 サ ー ビ ス 468 468 468 
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（３）通所介護 

通所介護（デイサービス）は、要介護者等が居宅で自立した日常生活を営めるよう

に、能力に応じ生活機能の維持又は向上をめざして、食事や入浴等の日常生活支援や、

生活機能訓練などのサービスを日帰りで受けることができるサービスです。 

  これまで社会福祉法人が実施していましたが、令和６年度から地域密着型サービス

へ移行することとなります。 

 町外で暮らす利用者等に対して、町外事業所が提供します。 

 

第４０表【年間利用見込人数】                  （単位：人） 

区      分 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

介 護 サ ー ビ ス 36 36 36 

 

 

（４）訪問看護・介護予防訪問看護 

訪問看護事業は、看護師が要介護者等の居宅を訪問して療養上の世話や必要な診療

の補助を行います。 

 本町では、遠軽町の２事業所がサービスを提供しています。 

    ・遠軽地域訪問看護ステーション にじ 

    ・訪問看護ステーション コネクト 

 

第４１表【年間利用見込人数】                  （単位：人） 

区      分 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

介 護 サ ー ビ ス 144 144 144 

介 護 予 防 サ ー ビ ス 72 72 72 

合      計 216 216 216 

 

 

（５）短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護 

短期入所生活介護事業は、居宅要介護者等が特別養護老人ホームに短期間入所して、

食事・入浴・排泄等の介護や日常生活上の世話及び機能訓練を行い、利用者の心身の

機能の維持と家族の身体的・精神的負担の軽減を図るものです。 
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第４２表【年間利用見込人数】                  （単位：人） 

区      分 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

介 護 サ ー ビ ス 72 72 72 

介 護 予 防 サ ー ビ ス 12 12 12 

合      計 84 84 84 

 

（６）短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護 

  短期入所療養介護は、居宅の要介護者等が介護老人保健施設や介護医療院を一時的

に利用し、看護・医学的管理下の介護・機能訓練、その他必要な医療や日常生活の世

話を行います。町内にはサービス提供事業所はありません。 

 

 

（７）居宅療養管理指導 

   居宅療養管理指導は、通院が困難な要介護者等の居宅に、医師や歯科医師、薬剤師、

管理栄養士等が訪問し、療養上の指導や健康管理、アドバイス等を行い利用者の療養

生活の質の向上を図ります。 

本町では、歯科診療所、調剤薬局が実施しています。 

 
第４３表【年間利用見込人数】                  （単位：人） 

区      分 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

介 護 サ ー ビ ス 108 108 108 

介 護 予 防 サ ー ビ ス 0 0 0 

 

 

（８）訪問リハビリテーション 

訪問リハビリテーションは、要介護者等の住居において心身の機能の維持回復を図

り、日常生活の自立を助けるために理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーシ

ョンを行うものです。 

住所地特例等で町外施設に入所している利用者等に対して町外事業所が提供して

います。 
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第４４表【年間利用見込人数】                  （単位：人） 

区      分 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

介 護 サ ー ビ ス 12 12 12 

介 護 予 防 サ ー ビ ス 0 0 0 

 

（９）通所リハビリテーション 

通所リハビリテーションは、在宅の要介護者が介護老人保健施設や病院・診療所に

通所し、理学療法、作業療法等の必要なリハビリテーションを受けることで心身の機

能の維持回復を図るものです。対象者は症状が安定期にあり、上記施設で診療にもと

づき実施される計画的な医学的管理下でのリハビリテーションが必要と主治医が認

めた方になります。 

住所地特例等で町外施設に入所している利用者等に対して町外事業所が提供して

います。 

 

第４５表【年間利用見込人数】                  （単位：人） 

区      分 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

介 護 サ ー ビ ス 12 12 12 

介 護 予 防 サ ー ビ ス 0 0 0 

 

（１０）特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護 

特定施設入居者生活介護は、ケアハウス等に入所している要介護者に対し、サービ

ス計画に基づき、当該施設が提供する食事・入浴・排泄等の介護やその他日常生活上

の世話や機能訓練、療養上の世話を行い、施設で能力に応じて自立した生活をできる

ようにするものです。 

第４６表【年間利用見込人数 ※下段：月平均見込人数】      （単位：人） 

区      分 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

介 護 サ ー ビ ス 
324 324 324 

27 27 27 

介 護 予 防 サ ー ビ ス 
72 72 72 

6 6 6 

合      計 
396 396 369 

33 33 33 
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（１１）福祉用具・介護予防福祉用具の貸与 

福祉用具・介護予防福祉用具の貸与は、要介護者等に対して日常生活の便宜を図る

ためや、機能訓練のために歩行杖や車いす等の福祉用具を貸与します。 

 貸し出しの対象となる福祉用具は次の１３種類です。 

①車いす ②車いす付属品 ③特殊寝台 ④特殊寝台付属品  

⑤褥そう（床ずれ）予防用具 ⑥体位変換器 ⑦認知症老人徘徊感知機器  

⑧移動用リフト（吊り具の部分を除く）⑨自動排泄処理装置  

⑩手すり(工事をともなわないもの) ⑪スロープ(工事をともなわないもの)  

⑫歩行器 ⑬歩行補助つえ 

 

（１２）福祉用具・介護予防福祉用具の購入費 

福祉用具・介護予防福祉用具の購入費は、福祉用具のうち貸与とならない入浴や排

泄に要する用具の購入費を支給します。 

 保険給付の対象となる福祉用具は次の５種類です。 

①腰掛便座 ②特殊尿器 ③入浴補助用具 ④簡易浴槽  

⑤移動用リフトの吊り具の部分 

 

（１３）住宅改修費 

住宅改修費は、手すりの取付けや段差の解消など小規模な住宅改修費用を支給しま

す。保険給付の対象は次の６種類です。 

①手すりの取り付け ②段差の解消  

③滑りの防止・移動の円滑化等のための床又は通路面の材料の変更  

④引き戸等への扉の取り替え ⑤洋式便器等への便器の取り替え  

⑥その他①～⑤の住宅改修に付帯して必要となる住宅改修 

 

 

３．地域密着型サービスの見込 

（１）認知症対応型共同生活介護 

認知症対応型共同生活介護は、要介護状態にある認知症の高齢者が共同生活を営む

住居で、食事・入浴・排泄等の介護やその他日常生活上の世話や機能訓練を行います。 

  本町では、２民間事業所がサービスを提供しています。 
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第４７表【年間利用見込人数 ※下段：月平均見込人数】      （単位：人） 

区      分 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

介 護 サ ー ビ ス 
216 216 216 

18 18 18 

介 護 予 防 サ ー ビ ス 
0 0 0 

0 0 0 

 

（２）地域密着型通所介護 

   地域密着型通所介護事業とは、１８人以下の小規模な通所介護（デイサービス）で、

食事や入浴等の日常生活支援や生活機能訓練などのサービスを、日帰りで提供する事

業です。本町では、社会福祉法人と民間事業所がサービスを提供しています。 

 

第４８表【年間利用見込人数】                  （単位：人） 

区      分 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

介 護 サ ー ビ ス 528 528 528 

 

 

（３）小規模多機能型居宅介護 

小規模多機能型居宅介護は、居宅で通所や短期間宿泊により、入浴・排せつ・食事

等の介護、調理・洗濯・掃除等の家事、生活相談・助言や健康状態の確認などの日常

生活上の世話、機能訓練を行い、能力に応じ居宅で自立した日常生活を営むことがで

きるようにするものです。登録された利用者を対象に、通いを中心として、利用者の

様態や希望に応じて、訪問や宿泊を組み合わせてサービスの提供を受けることで、居

宅における生活の継続を支援するものです。 

住所地特例等で町外施設に入所している利用者等に対して町外事業所が提供して

います。 

 

第４９表【年間利用見込人数】                  （単位：人） 

区      分 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

介 護 サ ー ビ ス 12 12 12 

介 護 予 防 サ ー ビ ス 0 0 0 
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（４）定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、要介護者等が自身の能力に応じ自立した日

常生活を営むことができるよう、定期的な巡回及び随時通報により、利用者の居宅を

訪問し、入浴、排せつ、食事等の介護、日常生活の緊急時の対応など、安心して居宅

で生活を送るために援助を行うとともに療養生活を支援し心身機能の維持・回復を図

ります。 

住所地特例等で町外施設に入所している利用者等に対して町外事業所が提供して

います。 

 

第５０表【年間利用見込人数】                   （単位：人） 

区      分 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

介 護 サ ー ビ ス 24 24 24 

介 護 予 防 サ ー ビ ス 0 0 0 

 

 

（５） その他 

  地域密着型サービスには(１)～(４)の他に、夜間対応型訪問介護、認知症対応型通

所介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型老人福祉施設入所者生活介

護、看護小規模多機能型居宅介護といったサービスがありますが、町内では提供する

事業者はありません。 
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４．施設サービスの見込 

令和３年度から令和５年度までの特別養護老人ホーム、老人保健施設、介護医療院等

各施設の入所状況及び町内施設の空床状況等を勘案のうえ、令和６年度から令和８年度

までの施設入所者数を推計しました。 

 

第５１表【年間入所者見込 ※下段：月平均入所者見込】          （単位：人） 

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

744 744 744

62 62 62

672 672 672

56 56 56

60 60 60

5 5 5

介 護 療 養 型 医 療 施 設 12 12 12

介 護 医 療 院 1 1 1

1,842 1,800 1,765

3.37% 3.44% 3.51%施 設 サ ー ビ ス 利 用 率

区 分

施 設 サ ー ビ ス 計

介 護 老 人 福 祉 施 設

介 護 老 人 保 健 施 設

６ ５ 歳 以 上 人 口
（第１号 被保 険者 数）

 

（第1号被保険者数：６５歳以上人口＋住所地特例被保険者） 
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５－２地域支援事業 
 地域支援事業とは、高齢者が要介護状態となることを予防するとともに、要介護状態と

なった場合においても、可能な限り地域において自立した日常生活を営むことができるよ

う支援するためのサービスを提供するもので、「介護予防・日常生活支援総合事業」、「包

括的支援事業」及び「任意事業」で構成します。 
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１．介護予防･日常生活支援総合事業 

介護予防・日常生活支援総合事業とは、市町村が中心となって、地域の実情に応じた

効果的な介護予防の推進を図っていくもので、高齢者本人の機能回復訓練などだけでな

く、高齢者本人を取り巻く環境や地域も含めてアプローチができるように支援していく

ものです。 

 

１）介護予防･生活支援サービス 

   介護予防・生活支援サービスは、単独世帯が増加し、支援を必要とする軽度の高齢

者が増加する中、要介護状態となることの予防や要介護状態等の軽減、悪化の防止を

目的として行うもので、特に生活機能の低下した高齢者に対しては、リハビリテーシ

ョンの理念を踏まえて「心身機能」「活動」「参加」の、それぞれの要素にバランスよ

く働きかけることが重要になり、高齢者の心身機能の改善だけをめざすのではなく、

日常生活の活動を高め、一人ひとりの生きがいや自己実現のための取組を支援して、

生活の質の向上を目指すものです。 

 

（１）訪問型サービス 

訪問型サービスは、従前の介護予防訪問介護に相当するものです。 

訪問介護員（ホームヘルパー）等が事業対象者の居宅を訪問して、調理・洗濯・掃

除等の家事や入浴・排泄・食事等の介護を行い、健全で自立した日常生活を送ること

ができるよう援助するとともに、家族の介護負担の軽減を図ります。 

 

第５２表【年間利用見込人数】                  （単位：人） 

区      分 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

訪 問 型 サ ー ビ ス 279 279 279 

 

 

（２）通所型サービス 

通所型サービスは、従前の介護予防通所介護に相当するものです。  

事業対象者が居宅で自立した日常生活を営めるように、能力に応じ生活機能の維持

又は向上をめざして、食事や入浴等の日常生活支援や、生活機能訓練などのサービス

を日帰りで受けることができるものです。 
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第５３表【年間利用見込人数】                  （単位：人） 

区      分 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

通 所 型 サ ー ビ ス 440 440 440 

 

（３）介護予防ケアマネジメント 

総合事業による介護予防ケアマネジメントは、介護予防支援と同様に地域包括支援

センターが要支援者等に対するアセスメントを行い、その状態や置かれている環境等

に応じて、本人が自立した生活を送ることができるようケアプランを作成するもので

す。 
 
第５４表【ケアプラン年間作成見込件数 ※下段：月平均見込件数】  （単位：件） 

区      分 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

ケアマネジメントサービス 
90 90 90 

8 8 8 

 

２）一般介護予防事業 

（１）介護予防普及啓発事業 

  高齢者の健康寿命をのばし、生活の質を高めていくためには、健康づくりと介護予

防を地域で総合的に展開していく必要があり、身体的な面だけでなく精神面・社会面

においても活動性を維持・向上させることが大切です。 

そのため、健康づくりや生きがいづくりに関する関係機関との連携をはかり、介護

予防の必要性について健康教育や教室を開催する等、知識の普及啓発に努めます。そ

して運動機能や口腔機能の低下、低栄養は要介護状態につながる重要な要因です。そ

のため、これらのプログラムを複合的に行うことで、より効果的に生活介護予防への

意識づけを行い、対処する方法を学び、取り組む気持ちをもつことができるよう相談

や指導を行います。また、通所により他の参加者との交流を通じて、健康への影響要

因である人と人との絆やコミュニティの大切さを再確認する機会とします。 

 

（２）地域介護予防活動支援事業 

介護予防を地域全体ですすめていくためには、地域において介護予防に向けた自発

的な活動が広く実施され、自ら活動に参加し、介護予防に向けた取り組みを主体的に

実施していくことが大切です。 

社会活動や役割をもつことは健康感や生きがいに寄与し、活動性の維持・向上につ
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ながるため、ボランティア等の人材育成のための研修や健康教育を実施し、地域活動

組織の育成支援に努めます。 

 

（３）地域リハビリテーション活動支援事業 

リハビリテーションに関する専門的知見を有する者が、高齢者の有する能力を評価

し改善の可能性を助言するなど、地域包括支援センターと連携しながら、通所、訪問、

地域ケア会議、サービス担当者会議などの介護予防の取り組みを総合的に支援します。 

 

２．包括的支援事業 

 

１）地域包括支援センターの運営 

高齢化が進展する中で、介護を必要とする高齢者が増加しており、いつまでも住み慣

れた地域でその人らしく暮らし続けるため、生活上のさまざまな課題を総合的に支援す

る体制の機能強化が求められています。 

このため、高齢者が住み慣れた地域で尊厳を持ち、安心して自立した暮らしを続ける

ために、地域包括支援センタ－を拠点として健康や福祉、介護などに関する相談業務や

情報提供、介護予防プランの作成などをはじめとする、多様な支援を継続的かつ包括的

に提供していきます。 

また、介護保険運営協議会を通じて、地域包括支援センターの運営状況の確認、支援

結果等について協議を行うとともに、本町における地域ケアシステムのあり方について、

具体的な施策を展開していきます。 

（配置スタッフ：原則として、保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員の３職種） 
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（１）総合相談 

 高齢者やその家族の介護に関する相談や心配ごと、健康や福祉、医療や生活など、

総合的な相談を受け、問題に応じた適切なサービスや関係機関、各種制度の利用につ

なげます。特に、８５歳以上の独居及び夫婦世帯に対する相談支援体制の整備を図り

ます。 

  ◇相談支援 

  ◇実態把握・情報収集 

（２）介護予防の推進 

  要介護状態になることをできるだけ予防するために、本人や家族ができることを支

持し、対象者の状態に応じて適切に介護保険サービスや、地域資源等の活用ができる

よう支援を行います。 

◇要支援認定者へのケアマネジメント 

◇総合事業対象者へのケアマネジメント 
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（３）地域ケアの推進 

 地域の関係機関等との連携を通じて、要介護者を支援するためのケアマネージャー

の後方支援を行います。また、高齢者あんしんネットワーク会議の体制強化を図りま

す。 

◇地域ケア推進のための会議 

◇地域のケアマネージャーなどの支援 

◇高齢者あんしんネットワークの体制強化 

（４）認知症ケアの推進 

  認知症に対する理解を深め、認知症予防への知識の普及を図るとともに、早期対

応・早期発見や家族等介護者を援助できる体制を強化します。 

◇認知症高齢者の理解 

◇地域見守り体制の強化 

（５）権利擁護事業の推進 

  判断能力の不十分な認知症高齢者や、介護が必要な高齢者等が、人権を損なわれる

ことなく安心して暮らせるよう、権利擁護制度の周知・啓もうを行うとともに必要な

支援を行います。 

◇消費者被害の防止 

◇高齢者虐待への対応 

◇成年後見制度の利用支援 

 

２）在宅医療・介護連携の推進 

  地域包括システムの構築をめざす取り組みの一環として、住民が安心して自宅で暮ら

すことができるよう、在宅医療と介護サービスを一体的に提供するため、医療職・介護

職等の多職種が医療・介護提供体制のあるべき姿や進め方を協議・共有しながら、在宅

医療・介護連携推進事業の施策を推進します。 

（ア）地域の医療・介護の資源の把握 

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

（ウ）切れ目の無い在宅医療と介護の提供体制の構築推進 

（エ）医療・介護関係者の情報共有の支援 

（オ）在宅医療介護連携に関する相談支援 

（カ）医療・介護関係者の研修 
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（キ）地域住民への普及啓発 

（ク）在宅医療・介護連携に関する関係市町村の連携 

 

３）認知症施策の推進 

  今後も、認知症高齢者の増加が見込まれる中、認知症の人やその家族等への早期の適

切な支援が重要となってきます。 

 また、認知症を発症すると本人や介護者は精神的・身体的に負担が大きくなりますが、

発症後も安心して生活できる地域をめざして取り組みを進めます。 

①認知症初期集中支援推進事業 

認知症の人やその家族等に早期に関わることを目的に、地域包括支援センター内

に「認知症初期集中支援チーム」を配置しています。 

早期発見・早期対応により、認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限

り住みなれた地域で暮らし続けることができるよう保健師、社会福祉士、介護福祉

士などの専門職と認知症サポート医が連携し自立した生活のサポートを行います。 

②認知症地域支援・ケア向上事業 

認知症の人やその家族等が、状況に応じて必要な医療や介護等のサービスを受け

ることができるよう、在宅介護支援センターに配置されている「認知症地域支援推

進員」が中心となって、認知症に関する医療・介護等の連携強化、地域における支

援体制の構築、認知症ケアの向上を図るための取り組みを行います。 

 ③「チームオレンジ」の活動支援 

認知症になっても、安心して暮らし続けられる地域づくりを進める観点から、認

知症サポーター養成促進事業として、「認知症の人やその家族への支援」と「認知症

サポーターを中心とした支援」をつなぎ、生活関連企業や各専門機関との連携を整

え、早期から継続して支援できるように「チームオレンジ」の整備に向けた取り組

みを進めていきます。 

 

４）生活支援サービスの体制整備 

 高齢者の、多様な日常生活上の支援体制の充実、強化及び社会参加の推進を一体的に

取り組むため、高齢者あんしんネットワーク会議が生活支援体制協議体の役割を担うこ

ととし、生活支援コーディネーターを社会福祉協議会に配置しています。 

  今後も、社会福祉協議会やボランティア団体などとの協働により介護予防教室の開催

や互助における生活支援の仕組みづくりなど地域全体で高齢者を支える新たな体制づ

くりを進めていきます。 
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５）地域ケア会議の推進 

  地域包括ケアの構築には、高齢者の実態を把握し、そこから地域課題を抽出し解決

していく地域ケア会議が重要となってきます。法制化により地域ケア会議には「個別課

題の解決」「地域ネットワークの構築」「地域課題の発見」「地域づくり・資源開発」「政

策の形成」の５つの機能が求められています。 

 今後も、定期的に会議を開催し、支援困難ケース等に対する支援方法の検討、また、

自立支援、介護予防の観点から、高齢者の「ＱＯＬ」の向上、適切なサービスの提供に

つなげられるよう、「自立支援型地域ケア個別会議」を行っていきます。 
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３． 任意事業 

 

１）介護給付費適正化事業 

  介護給付の適正化とは、介護給付を必要とする受給者を適切に認定し、受給者が真に

必要とする過不足のないサービスを、事業者が適切に提供するよう促すことであり、介

護給付費や介護保険料の抑制に努めることが求められており、費用の効率化を通じて介

護保険制度への信頼を高め、持続可能な介護保険制度の構築に資するものです。 

  介護給付適正化事業は、保険者である町が国民健康保険団体連合会などの関係機関と

連携しながら、計画的に介護給付の適正化に取組む事業です。 

  また、これまでの給付適正化５事業を保険者の事務軽減の負担を図りつつ、効果的・

効率的に事業を実施するため、第９期計画からは３事業に再編され、実施内容の充実化

を図ることになりました。 

 

①要支援・要介護認定の適正化 

    要介護認定申請を出された方に対し、公正・公平な介護認定がされるよう、遠軽

地区介護認定審査会が運営適正化の研修を行い、認定の適正化を行っています。 

 

②ケアプランの点検（住宅改修等の点検・福祉用具購入・貸与調査） 

  介護支援専門員が作成した、居宅介護（介護予防）サービス計画の記載内容につ

いて、町職員等の第三者による点検を行うことにより、受給者の状態に適合しない

サービス提供を改善するものです。 

  また、住宅改修・福祉用具購入・福祉用具貸与に関する、利用者における必要性

や利用状況の調査及び、住宅改修については改修前後の確認により、利用者の身体

状況に適切な改修となっているか等の点検を実施します。 

 

③医療情報との突合・縦覧点検 

 受給者ごとに、提供されたサービスの整合性の点検を行い、請求内容の誤りを発

見することや、医療の入院情報と介護保険の給付情報を突合し、医療と介護の重複

請求の排除を図ります。 

    国保連合会に委託して実施しており、提供される一覧表を確認しています。 
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２）家族介護支援事業 

①家族介護教室 

要介護高齢者等を介護する家族等に対して、適切な介護知識・技術の習得や外部

サ－ビスの適切な利用が習得できる教室などを開催します。 

②認知症高齢者見守り事業 

認知症に関する理解を深めるための講座や、講演会の開催及び徘徊高齢者等を早

期に発見するネットワークなどにより、地域が主体となって認知症高齢者やその家

族を支援する体制づくりを進めます。 

③家族介護継続支援事業 

寝たきり又は認知症高齢者を在宅で介護している家族等を対象とし、健康などの

各種相談の実施により疾病予防、病気の早期発見に努めます。 

  ④家族介護者への支援 

    少子高齢化や核家族化が進展する中、家族の介護においての介護者いわゆるケア

ラー（ケアラーのうち１８歳未満をヤングケアラー）にかかる負担はより大きくな

ることが見込まれます。ケアラー支援には福祉や医療、教育などの専門機関のみな

らず町民一体となって地域づくりを推進していく必要があります。 

このためには、地域住民がケアラー支援について理解を深めることが必要となる

ことから、ケアラーに関する理解を図るために普及啓発の取り組みを進めていきま

す。 

 

３）その他の事業 

①成年後見制度利用支援事業 

判断能力の不十分な認知症高齢者等が、人権を損なわれることなく安心して生活

ができるよう制度の周知を行うとともに、低所得者の制度利用を推進するために、

費用負担の軽減に向けた支援事業を実施します。 

②福祉用具、住宅改修支援事業 

居宅介護支援を利用していない、要介護者等の住宅改修に関して相談、助言、情

報提供を行い、住宅改修費の支給申請に必要な理由書を作成した事業者に対し経費

の助成を行います。 
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③認知症サポーター等養成事業 

   認知症に関する正しい知識の普及により認知症への理解の促進を図るため、認知

症サポーター等の養成を行います。 

④地域自立生活支援事業 

高齢者が住みなれた地域で自立した生活が継続できるよう、次の事業を推進しま

す。 

・安心ハウス居住者への生活相談等の実施 

・社会福祉法人等が実施する配食サービス等を活用した安否確認 

・家庭内の事故等の通報に２４時間対応できる体制の整備 
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６－１ 介護保険費用の推計 

第５５表【介護保険費用等の見込み】                    （単位：千円） 

区　　　　　　　分 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 第９期計

居宅等介護・介護予防給付費 Ａ 284,872 285,059 285,066 854,997

施 設 等 介 護 給 付 費 Ｂ 205,832 206,092 206,092 618,016

標 準 給 付 額 計 （ Ａ ＋ Ｂ ） Ｃ 490,704 491,151 491,158 1,473,013

地 域 支 援 事 業 Ｄ 30,159 30,159 30,159 90,477

費 用 合 計 （ Ｃ ＋ Ｄ ） Ｅ 520,863 521,310 521,317 1,563,490

 

 

 

第６章 介護保険費用の算定 
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第５６表【介護・介護予防給付の内訳】                   （単位：千円） 

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 第９期計

訪問介護 46,749 46,808 46,808 140,365

訪問看護 4,585 4,591 4,591 13,767

訪問リハビリテーション 216 217 217 650

居宅療養管理指導 1,587 1,589 1,589 4,765

通所介護 1,379 1,381 1,381 4,141

通所リハビリテーション 184 185 185 554

短期入所生活介護 8,017 8,027 8,027 24,071

福祉用具貸与 8,837 8,837 8,837 26,511

福祉用具購入費 400 400 400 1,200

住宅改修費 909 909 909 2,727

特定施設入居者生活介護 63,500 63,580 63,580 190,660

16,532 16,342 16,346 49,220

認知症対応型共同生活介護 62,298 62,377 62,377 187,052

地域密着型通所介護 35,776 35,821 35,821 107,418

小規模多機能型居宅介護 2,012 2,015 2,015 6,042

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 5,083 5,090 5,090 15,263

介護予防訪問看護 1,799 1,802 1,802 5,403

介護予防短期入所生活介護 862 863 863 2,588

介護予防福祉用具貸与 1,849 1,849 1,849 5,547

介護予防福祉用具購入費 320 320 320 960

介護予防住宅改修費 2,301 2,301 2,301 6,903

介護予防特定施設入居者生活介護 6,417 6,425 6,425 19,267

2,036 2,093 2,093 6,222

9,783 9,797 9,796 29,376

1,098 1,098 1,098 3,294

343 342 346 1,031

284,872 285,059 285,066 854,997

介護老人福祉施設 164,727 164,936 164,936 494,599

介護老人保健施設 16,181 16,201 16,201 48,583

介護医療院 2,798 2,801 2,801 8,400

22,126 22,154 22,154 66,434

205,832 206,092 206,092 618,016

490,704 491,151 491,158 1,473,013合 計 （ 標 準 給 付 額 ） Ｃ

施 設 等 計 Ｂ

地
域
密
着
型

サ
ー

ビ
ス

居
　
宅
　
サ
　
ー

　
ビ
　
ス

介護予防支援

施
 
 
設

サ
ー

ビ
ス

高額介護サービス費

高額医療合算介護サービス費

審査支払手数料

居 宅 等 計 Ａ

施
設
等

特定入所者介護サービス費等

介
護
予
防
サ
ー

ビ
ス

給　付　の　内　訳

居
　
　
　
　
　
宅
　
　
　
　
　
等

介
　
　
　
護
　
　
　
給
　
　
　
付

居宅介護支援

介
護
予
防
給
付
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６－２ 第１号保険料の算定 

 

１．第１号被保険者数及び所得段階別加入割合 

 

第５７表【第1号被保険者の所得段階別加入割合及び被保険者数】       （単位：人） 

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 割合 第９期計

1,822 1,780 1,745 5,347

747 688 646 2,081

675 697 707 2,079

400 395 392 1,187

第 １ 段 階 265 258 254 14.5% 777

第 ２ 段 階 305 297 292 16.7% 894

第 ３ 段 階 220 215 211 12.1% 646

第 ４ 段 階 118 116 113 6.5% 347

第 ５ 段 階 245 240 234 13.4% 719

第 ６ 段 階 283 276 271 15.5% 830

第 ７ 段 階 173 169 166 9.5% 508

第 ８ 段 階 93 91 89 5.1% 273

第 ９ 段 階 38 37 37 2.1% 112

第 １ ０ 段 階 24 23 23 1.3% 70

第 １ １ 段 階 11 11 10 0.6% 32

第 １ ２ 段 階 11 11 10 0.6% 32

第 １ ３ 段 階 36 36 35 2.0% 107

計 1,822 1,780 1,745 100% 5,347

5,052

所得段階別被保険者数

1,714 1,685
弾力化した場合の所得段階別
加入割合補正後被保険者数

後 期 （ 85 歳 以 上 ）

区　　　　　分

第 １ 号 被 保 険 者 数

前 期 （ 65 ～ 74 歳 ）

後 期 （ 75 ～ 84 歳 ）

1,653

 
第９期より保険料段階が第９段階から第１３段階まで拡充されるため、令和５年度所得を 

新しい基準にあてはめて算出した割合を各年度の第１号被保険者の人数で計算した人数。 
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【第９期（Ｒ６～Ｒ８）介護保険料財源構成】 

 
 

 

２．調整交付金見込額 

第５８表【調整交付金見込額】                                      （単位：千円） 

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 第９期計

490,704 491,151 491,158 1,473,013

30,159 30,159 30,159 90,477

17,737 17,737 17,737 53,211

12,422 12,422 12,422 37,266

119,798 119,901 119,903 359,602

25,422 25,444 25,445 76,311

145,220 145,345 145,348 435,913

8.32% 8.24% 7.91%

0.8743 0.8774 0.8920

0.9789 0.9791 0.9793

42,302 41,932 40,254 124,488

区　　　　分

標 準 給 付 費 Ｃ

地 域 支 援 事 業 Ｄ

介護予防・日常生活支援総合事業 Ｆ

包 括 的 支 援 事 業 ・ 任 意 事 業 Ｇ

調整交付金見 込額 (Ｃ ＋Ｆ )× Ｋ Ｌ

所得段階別加入割合補正係数

後期高齢者加入割合補正係数

（ Ｃ ＋ Ｄ ） × ２ ３ ％ Ｈ

（ Ｃ ＋ Ｆ ） × ５ ％ Ｉ

第 １ 号 被 保 険 者 負担 分及 び調 整交 付金
合 計 額 相 当 額 （ Ｈ ＋ Ｉ ） Ｊ

調 整 交 付 金 見 込 交 付 割 合 Ｋ

国庫負担金(定率分）

20.0%

(施設分は15.0%)

国庫負担金

(調整交付金）

5.0%

道負担金

12.5%

(施設分は17.5%)

市町村負担金

(一般会計繰入)

12.5%

第１号保険料

23.0%

第２号保険料

27.0%

介護保険の財源構成(給付費）

国庫負担金(定率分） 国庫負担金(調整交付金）
道負担金 市町村負担金(一般会計繰入)

第１号保険料 第２号保険料
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３．介護給付準備基金の取り崩し 

 

第５９表【介護給付準備金保有額の状況】                   （単位：千円） 

令和５年度末現在保有額 第９期取り崩し額  Ｎ 令和８年度保有額見込み 

41,992 35,000 6,988 

 

 
                                            

４．第１号被保険者保険料の算定 

 
第６０表【介護保険第１号被保険者保険料】                 （単位：円） 

区　　　　　分
第８期

（R3～R5）
第９期

（R6～R8）

第 １ 号 被 保 険 者 負 担 分 及 び

調 整 交 付 金 相 当 額 Ｊ

調 整 交 付 金 見 込 額 Ｌ 130,319,000 124,488,000

保険者機能強化推進交付金等 Ｍ 3,000,000 4,200,000

介護給付準 備金 取り 崩し 額 Ｎ 10,000,000 35,000,000

第１号被保険者保険料（J-L-M-N）Ｏ 294,592,000 272,225,000

予 定 保 険 料 収 納 率 Ｐ 99.0% 99.0%

保 険 料 収 納 必 要 額 （ O/P ） Ｑ 297,568,000 274,975,000

補 正 後 被 保 険 者 数 Ｒ 5,557人 5,052人

一 人 平 均 保 険 料 （ Q/R ） Ｓ 54,000 54,000

月額一人平均保険料（S/12ヶ月）Ｔ 4,500 4,500

437,911,000 435,913,000
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５．第１号被保険者所得段階別保険料 

第６１表【第９期 基準額等】 

基準額
×0.36

19,400円

基準額
×0.685

37,000円

第４段階
・町民税課税世帯で本人は町民税非課税の方
　本人の前年の合計所得金額＋課税年金収入額が
　８０万円以下の方

基準額
×0.875

47,200円

第５段階
・町民税課税世帯で本人は町民税非課税の方
　第４段階に該当しない方

基準額
×1.0

54,000円

第６段階
・本人が町民税課税で
　前年の合計所得金額が１２５万円未満の方

基準額
×1.2

64,800円

第７段階
・本人が町民税課税で
　前年の合計所得金額が１２５万円以上～
　２１０万円未満の方

基準額
×1.3

70,200円

第８段階
・本人が町民税課税で
　前年の合計所得金額が２１０万円以上～
　３２０万円未満の方

基準年額

4,500円

基準額
×1.5

81,000円

第９段階
・本人が町民税課税で
　前年の合計所得金額が３２０万円以上～
　４２０万円未満の方

×
12ヶ月 基準額

×1.7
91,800円

第１０段階
・本人が町民税課税で
　前年の合計所得金額が４２０万円以上～
　５２０万円未満の方

54,000円
基準額
×1.9

102,600円

第１１段階
・本人が町民税課税で
　前年の合計所得金額が５２０万円以上～
　６２０万円未満の方

基準額
×2.1

113,400円

第１２段階
・本人が町民税課税で
　前年の合計所得金額が６２０万円以上～
　７２０万円未満の方

基準額
×2.3

124,200円

第１３段階
・本人が町民税課税で
　前年の合計所得金額が７２０万円以上の方

基準額
×2.4

129,600円

保険料軽減後

第３段階

基準月額

4,500円

・町民税非課税世帯で
　第１段階及び第２段階に該当しない方

保険料軽減後

第２段階
・町民税非課税世帯で
　前年の合計所得金額＋課税年金収入額が８０万円
　を超え１２０万円以下の方

区　　　　　　　　　　　　分
基　準
保険料

負担割合 年額保険料

第１段階

・老齢福祉年金、生活保護の受給者等 保険料軽減後

基準額
×0.285

15,400円
・町民税非課税世帯で
　前年の合計所得金額＋課税年金収入額が８０万円
　以下の方

※所得の少ない第１段階から第３段階の被保険者について保険料軽減措置を実施している。 
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６－３ 介護保険の費用負担内訳 
 

第６２表【介護保険費用負担内訳】                      （単位：千円） 

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 第９期計

520,863 521,310 521,317 1,563,490

23.00% 90,742 90,742 90,742 272,226

87,849 87,926 87,927 263,702

居 宅 等 分 20.00% 56,974 57,012 57,013 170,999

施 設 分 15.00% 30,875 30,914 30,914 92,703

40,827 40,470 38,851 120,148

71,630 71,698 71,699 215,027

居 宅 等 分 12.50% 35,609 35,632 35,633 106,874

施 設 分 17.50% 36,021 36,066 36,066 108,153

12.50% 61,338 61,394 61,395 184,127

8,329 8,329 8,329 24,987

介護予防・総合事業 20.00% 3,547 3,547 3,547 10,641

包括的・任意事業 38.50% 4,782 4,782 4,782 14,346

1,476 1,462 1,403 4,341

1,400 1,400 1,400 4,200

4,608 4,608 4,608 13,824

介護予防・総合事業 12.50% 2,217 2,217 2,217 6,651

包括的・任意事業 19.25% 2,391 2,391 2,391 7,173

4,608 4,608 4,608 13,824

介 護 予 防 事 業 12.50% 2,217 2,217 2,217 6,651

包括的・任意事業 19.25% 2,391 2,391 2,391 7,173

10,777 11,273 12,953 35,003

520,863 521,310 521,317 1,563,490負 担 金 等 合 計 （ 歳 入 ）

27.00%

介 護 給 付 準 備 基 金 繰 入 金

27.00%
介 護 給 付 費 交 付 金
（ 第 ２ 号 被 保 険 料 ）

保険者機能強化推進交付金等（国）

（ 第 ２ 号 被 保 険 料 ）

国 の 調 整 交 付 金 （ 総 合 事 業 ）

132,611 132,613

区　　　　　　　分

費 用 合 計 （ 歳 出 ） Ｅ

第 １ 号 保 険 料

397,714

地
　
域
　
支
　
援
　
事
　
業
　
費

国 の 負 担 金

道 の 負 担 金

町 の 負 担 金

14,367

介
　
　
護
　
　
給
　
　
付
　
　
費

国 の 負 担 金

国 の 調 整 交 付 金

道 の 負 担 金

町 の 負 担 金

介 護 給 付 費 交 付 金

4,789 4,789 4,789

132,490
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第1号被保険者

2億9500万
第1号被保険者

2億7200万

調整交付金

1億3000万 調整交付金

1億2400万

国負担金

2億9200万 国負担金

2億9300万

道負担金

2億3200万 道負担金

2億2900万

町負担金

1億9900万 町負担金

1億9800万

2号被保険者

4億1300万 2号被保険者

4億1200万

準備基金

1000万

準備基金

3500万
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第８期

（R3～R5）

15億7,100万円

第９期

（R6～R8）

15億6,300万円

介護保険の費用負担の比較

単位：百万円
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